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午後２時00分開会

○事務局 定刻になりましたので、ただいまから平成30年度の第２回宮崎県総合計画審議

会及び宮崎県地方創生推進懇話会を開催いたします。

本日、御出席いただきました委員は、現在のところ12名でございまして、規定の定足数

に達しておりますことを御報告いたします。

まず、開会に当たりまして、郡司副知事が御挨拶申し上げます。

○郡司副知事 皆さん、こんにちは。一言御挨拶をさせていただきます。

本日は、大変お忙しい中、また、随分な雨で足元の悪い中、御参加いただきまして、誠

にありがとうございます。

この審議会でございますが、第２回目ということでございます。第１回目の審議会は７

月３日に開催されておりまして、ここで総合計画の改定について知事のほうから諮問がな

されたということであります。今年は、この計画の改定に向けて皆さんと大いに議論して

いく年になるだろうと考えているところであります。

今、一番の課題は何なんだろうといろいろな方とお話をしますが、本格的に人口が減っ

ていく時代に入って、我が県が今後どのように進んでいくのか、このことを皆さんとしっ

かり議論をする場になればいいなと思っております。

農業面でもそうです。林業も建設業も中小企業も、どこに行っても働き手がなかなかい

ないという話をお聞きします。また、村々に行ってみると、この地域を誰がどう支えてい

くのか、地域維持の問題について提起される方がたくさんおられます。人がだんだん減っ

ていく中で我々は将来の宮崎をどうしていくのか、このことに今しっかりと道筋をつけて

いくことが非常に大事なのだろうと思います。

このほかにも、南海トラフ巨大地震が来るという懸念もあるわけです。県民の安全・安

心をどう確保していくのか、あるいは交通インフラをどう整備していくのか、さらには医

療の問題、さまざまな課題がございます。それぞれの立場から皆さんの専門的な御意見を

いただければなと思っているところであります。

現在、県では、県内８地域で地域別県民会議を開催させていただいております。ここで

もいろいろな意見が出ております。この件については、取りまとめて次のこの会で皆さん

にも御報告し、県民とともに宮崎の将来像を描くことをこの審議会の旨とするといいので

はないかと考えているところであります。

本日は、限られた時間ではありますが、皆さんの忌憚のない御意見をいただければと思
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っております。今日は、議題を見ますと、平成２９年度取組の評価についてまずは審議を

する。その後、専門部会の設置、それから総合計画の改定について現状と課題の認識を共

有するという手はずになっております。皆さんとともにしっかり宮崎の将来を考えたいと

思います。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

○事務局 次に、本日の出席者の紹介でございますが、時間の都合もありますので、お手

元の委員名簿で御紹介にかえさせていただきます。

なお、本日は、日隈総合政策部長、松浦総合政策部次長、重黒木課長も出席させていた

だきます。よろしくお願いします。

ここで、資料の御確認をお願いします。

本日お配りしております資料は、会次第の裏側のページに記載のとおり、議題（１）関

係の一連の資料として資料１から５まで、続いて、議題（２）、議題（３）関係の資料を

お配りしております。また、参考資料といたしまして、各委員用の現行計画の冊子等を配

付させていただいております。資料はおそろいでしょうか。よろしいでしょうか。

では、規定によりまして、ここからの進行を会長にお願いしたいと思います。よろしく

お願いいたします。

○会長 それでは、私のほうで進めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいた

します。

まず、本日の会議録署名委員の指名でありますが、御出席いただいております委員の中

から、難波委員と西片委員にお願いしたいと思います。よろしゅうございますか。どうぞ

よろしくお願いいたします。

それでは、早速議事に入りたいと思います。

本日の議題は、お手元の会次第にありますとおり、１番目に、新しい「ゆたかさ」展開

プログラムの政策評価及び「宮崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」における重要業績

評価指標（ＫＰＩ）について、２番目に、専門部会の設置について、３番目に、宮崎県総

合計画の改定についてであります。

それでは、まず、議題（１）であります。政策評価の実施方法や内部評価の内容につき

ましては、前回のこの審議会におきまして事務局から説明がございました。総合計画の政

策評価と地方創生総合戦略の進捗の確認を一体的に実施していくということでございまし

た。今回の会議までの間に、各委員の皆様それぞれ個人としての外部評価を伺っていると

ころであります。そのあたりも含めて、事務局より説明をお願いしたいと思います。よろ
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しくお願いします。

○総合政策課長 それでは、私から説明させていただきます。

本日は、「議題１ 資料４」としてお配りしております評価報告の答申案を中心に御意

見をいただきたいと考えております。まずは、議題１に関します資料の全体について御説

明したいと思います。

まず、「議題１ 資料１」は、先日の第１回審議会の後、各委員の皆様から御提出いた

だきました評価結果を集計しているものでございます。表の一番右のほうですが、外部評

価の欄には、最も数の多かった評価を仮置きという形で入れております。

次の「議題１ 資料２」は、先日の審議会の時点では平成29年度の実績が確定しておら

ず、その後に実績値が確定した指標の一覧でございます。実績を反映させました結果、内

部評価の重点項目ごとの平均点については下がっているものもございますが、ａやｂなど

の内部評価そのものについては変更はございませんでした。

「議題１ 資料３」は、先日の第１回審議会や、事前評価でファクスをいただきました

御意見を取りまとめたものでございます。大きく３つにテゴリー分けしておりまして、１

の「主に今回の政策評価に対する御意見等」につきましては、資料４の評価報告答申案の

ほうに反映させていただいております。２の「主に計画改定に向けた御意見等」につきま

しては、これから専門部会等で議論してまいりたいと考えております。３の「評価のあり

方等に関する御意見等」につきましては、改定した計画や、新たにアクションプランを策

定しますが、そこでの評価方法等を整理する際に改めて検討してまいりたいと考えており

ます。

それから、「議題１ 資料４」は、審議会のほうから知事に答申をいただく際の評価報

告の案でございます。後ほど御説明したいと思います。

それから、資料４の別冊としてお配りしておりますが、こちらは、前回の審議会で御報

告いたしました内部評価の結果も含めた形で記載しております評価報告案の全体版でござ

います。

それから、「議題１ 資料５」としてお配りしているものは、宮崎県まち・ひと・しご

と創生総合戦略の進捗状況の報告書案でございます。この戦略につきましては、総合計画

の内容のうちで人口減少対策に焦点を絞って取りまとめたものでございまして、前回の審

議会で御説明したとおり、総合計画の評価の答申内容と整合する形で平成29年度の実績と

してまとめていきたいと考えております。



- 4 -

それでは、資料４の答申案につきまして説明させていただきます。

おめくりいただきまして１ページでございますが、評価の概要を記載しております。趣

旨や評価の対象につきましては、前回の審議会で説明したとおりの内容となっております。

２ページにつきましては、評価結果について一覧表で取りまとめております。仮置きの

ものですので、後ほど御議論いただいて、必要に応じて変更していくというものでござい

ます。

３ページ以降にそれぞれ８つのプログラムについて評価を記載しておりますので、順に

説明いたします。

まず、３ページのプログラム１「人口問題対策プログラム」でございます。評価につき

ましては、表の一番右端のところです。四角で囲んでいるところがございますが、こちら

は各委員の評価の結果でございまして、このプログラムの場合ですと、Ａ評価が１名、Ｂ

評価が18名、Ｃ評価が１名という結果でしたので、仮置きの評価といたしましてＢと記入

しております。

それから、評価の概要について文章で記載しておりますが、こちらにつきましては、主

な指標の状況と先日の審議会で御発言いただいた内容等を踏まえて整理しているものでご

ざいます。

簡単に中身を説明してまいります。まず、この人口問題対策プログラムの評価の概要に

つきましては、ここに記載のとおり、県内への移住世帯数、仕事と家庭の両立応援宣言を

行う事業所数が増加するなどして、一定の成果が見られるとしております。一方で、合計

特殊出生率については上昇しているものの出生数は減少しておりまして、環境の整備に取

り組む必要があるとしております。それから、育児休業取得率については基準値を下回っ

ていることから、優良企業等の認証を通してワークライフバランスの推進を図る必要があ

るとしております。さらに、県内高等学校の卒業生の県内就職率については、若干改善し

ていますが、若年層の県外流出が続いていますので、御意見にもありましたように、若者

にとって魅力ある労働環境の整備や産業づくりに取り組む必要がある。それから、高校生、

大学生の県内就職率の向上等にさらに努める必要があるとしております。また、移住世帯

についても、さらなる増加を図るために交流機会の充実等を図る必要があるというふうに

整理しております。

次の４ページ、プログラム２「人財育成プログラム」でございます。こちらは評価につ

いてはＢ評価が一番多うございましたので、Ｂと書いております。
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評価の概要でございますが、農業・水産業の新規就業者数、女性が活躍できる企業のネ

ットワーク参加企業数、こういったものが増加するなど、一定の成果が見られるとしてお

ります。一方で、全国学力・学習状況調査等については目安値に届いておりませんので、

引き続き継続した取り組みが必要と記載しております。それから、読書についての御議論

もございましたが、読書が好きな小中学生の割合は横ばい傾向ということでございますの

で、読書週間の定着や本に触れる機会の充実を図る必要があり、また、ふるさと学習のさ

らなる充実など、将来世代の育成に向け、さらに取り組む必要があるとしております。さ

らには、「ひなたＭＢＡ」のプログラムの充実、みやざき女性の活躍推進会議のより一層

の活性化、こういったものに取り組む必要があるというふうに記載しております。

次の５ページをお開きください。プログラム３「産業成長プログラム」でございます。

こちらはＡ評価というふうに記載しております。

評価の概要でございますが、大規模製造業の誘致などによりまして、新規企業立地件数

等が増加していること。それから、製造品出荷額や輸出額、農業産出額等が増加している。

さらには、宮崎空港路線利用者数も増加している。そういった中で、インフラ関係ですが、

東九州自動車道の進展やＬＣＣの就航など、こういったことから、成果が見られると整理

しております。引き続き、フードビジネスなどの成長産業の育成を図るとともに、こちら

のほうも委員から御意見をいただいたところですが、早い段階からのキャリア教育や社会

人の学ぶ機会の拡充等を通し、産業を支える人材の育成・確保に取り組む必要があるとし

ております。また、輸出支援の取り組みや農林水産業の担い手確保に引き続き取り組む必

要があるというふうに記載しております。

次の６ページ、プログラム４「地域経済循環構築プログラム」でございます。こちらは

全委員がＢ評価ということでございました。

評価の概要でございますが、移輸出型産業である製造業が伸びていることに伴いまして、

県際収支については一定改善していること。それから、食料品関連産業生産額等が増加し

ていることなどから、一定の成果が見られるというふうに整理しております。一方で、地

産地消を意識し、できる範囲で利用している人の割合につきましては、基準値レベルで推

移しておりまして、目安値と実績値の差が大きくなっていることがございますので、取組

の強化を図る必要があるとしております。また、地域資源を有効活用した新エネルギーの

導入につきましては、太陽光発電などが大幅に増加していることもありまして、目標値を

大きく上回っているという状況にあります。引き続き、新たなエネルギーの地産地消の推
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進に取り組んでいく必要があるというふうに記載しております。

次の７ページをごらんください。プログラム５「観光再生おもてなしプログラム」でご

ざいます。評価のほうはＣ評価が一番多かったということでございます。

評価の概要でございますが、観光入込客数といったものが減少していること、それから、

延べ宿泊客数や観光消費額は増加しておりますが、いずれも目安値には届かないという状

況にございます。東京オリンピック・パラリンピックや国民文化祭に向けまして、本県な

らではの資源を効果的に発信して観光交流の拡大につなげていく必要があるとしておりま

す。そのためには、ＤＭＯの活動促進や外国人観光客を一層増加させる取組を強化してい

く必要があるというふうに記載しております。

次の８ページを御覧ください。プログラム６「文化スポーツ振興プログラム」でござい

ます。こちらのほうはＢ評価が一番多かったということで、Ｂとしております。

評価の概要でございますが、祖母・傾・大崩山系がユネスコエコパークに登録されたこ

と、それから、県立芸術劇場などの入場者数等が増加しているといったことから、一定の

成果が見られるというふうに整理いたしました。一方で、週１回以上運動する成人の割合

については横ばい傾向が続いておりまして、引き続き、県民運動の推進やスマートフォン

アプリを活用したイベント等により、運動実施率の改善に取り組んでいく必要があるとし

ております。また、競技力向上に向けまして少年競技力の強化に取り組んでいく必要があ

るとしております。それから、ふるさとが好きだという児童生徒の割合は、高い水準には

ありますが、横ばい傾向ということでございますので、引き続き、児童生徒が地域に誇り

や愛着を持てるような取組が求められるというふうに整理しております。

次の９ページを御覧ください。プログラム７「いきいき共生社会づくりプログラム」で

ございます。こちらのほうはＢ評価が一番多かったということでございます。

評価の概要でございますが、自殺死亡率や交通事故の死傷者数の減少、県事業における

協働事業数の増加など、一定の成果が見られるとしております。一方で、地域のつながり

が強いと思う人の割合が低下していること、これからも住み続けたいと思う人の割合が横

ばい傾向でございます。今後は、市町村の広域的な連携や多様な主体による協働の推進を

加速するとともに、例えば、医師の確保や、地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村

への支援等の取組の充実を図る必要があるとしております。それから、健康寿命の全国順

位については低下しているということでございますので、今後は、企業等による健康経営

の促進にもしっかりと取り組んでいく必要があるとしております。また、低炭素社会の実
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現に向けてはさまざまな取組をやっておりますが、温室効果ガス排出量の削減率が基準値

を下回っているという状況もありますので、引き続き、普及啓発をしっかりやっていく必

要があるとしております。加えて、高齢者が関係します事件・事故の抑制、中山間地域に

おける交通手段の確保、住民生活の維持・向上、こういったものにより一層努めていく必

要があるというふうに整理しているところでございます。

最後ですが、10ページのプログラム８「危機管理強化プログラム」でございます。こち

らはＡ評価としております。

評価の概要でございますが、県内の防災士の数が大幅に増加したこと、自主防災組織活

動カバー率や農場の飼養衛生管理基準を満たす農場の割合、こういったものが上昇するな

ど、成果が見られるとしております。ハードの整備、体制の整備については順調に進んで

いると評価できまして、人材育成も進んでいますが、災害に対する備えをしている人の割

合については十分とは言えない状況がございますので、意識啓発等に引き続き取り組んで

いく必要があるとしております。今後とも、被災時に地域コミュニティーにおいて的確に

対応できる人材の確保や、津波避難タワー等の整備、住宅の耐震化等の取組をしっかりと

進めていく必要があると整理しているところでございます。

私からの説明は以上でございます。

○会長 どうもありがとうございました。ただいま御説明いただきましたが、皆様からの

御意見をいただきたいと思います。８つのプログラムを３つのグループに分けて伺ってま

いりたいと思います。

まず、プログラム１の「人口問題対策」、プログラム２の「人財育成」、この２つにつ

いて御意見、御質問をお伺いしたいと思います。提示のありました答申案の内容につきま

しても御検討いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

プログラム１の「人口問題対策」はＢという評価をいただいておりますが、これについ

てはいかがでしょうか。ほとんどの委員の方がＢという御意見であったと思いますが、特

に御発言ございませんか。よろしゅうございますか、Ｂ評価ということで。ありがとうご

ざいます。

続きまして、プログラム２の「人財育成」であります。これも一番多かったのがＢの御

意見でございます。Ｂ評価が12名、Ｃ評価が８名いらしたということであります。特に何

かこれについて議論をするようなことがありましたらお願いしたいと思いますが、よろし

ゅうございますか。よろしければ、これもＢということにさせていただきたいと思います。
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続きまして、プログラム３の「成長産業」、プログラム４の「地域経済循環構築」、プ

ログラム５の「観光再生おもてなし」、この３つについて御意見を伺いたいと思います。

プログラム３については、多くの委員の方からＡという評価をいただいております。産

業面での評価がかなり高く置かれているということで、評価の概要のところでもそのよう

なことが具体的に挙げられております。それらについても御意見、あるいは追加の御意見

等ありましたら、お願いしたいと思います。よろしいでしょうか。では、プログラム３の

「成長産業」についてはＡ評価ということにさせていただきます。

続きまして、プログラム４の「地域経済循環構築」であります。これは皆様からＢ評価

だという御意見をいただいておりますが、これについてはいかがでしょうか。評価の概要

のところにも幾つかのポイントが述べられております。本県でも水素等を含めた新たなエ

ネルギー問題に取り組んでいくべきであろうという御意見を付加して、Ｂ評価ということ

であります。この「地域経済循環構築」についてはＢということにしたいと思いますが、

よろしゅうございますか。特に御発言がなければ、Ｂということにしたいと思います。

その次が、プログラム５「観光再生おもてなし」ですが、これが１つだけＣの評価とい

うことであります。Ｂ評価が６名、Ｃ評価が13名、Ｄ評価が１名ということで、Ｃ評価に

一番多くいただいておりますが、これについてはいかがでしょうか。ここを少し御議論い

ただければと思います。ある意味では本県が最も力を入れなければいけない面でもありま

すが、Ｃという評価になったことについて、何か事務局のほうから補足はございますか。

もしあれば少しお話しいただければ。

○総合政策部長 観光関係ですが、交通の関係では、航空機の関係はかなり便が増えてき

たという点はありますが、分析で出ておりますとおり、いかんせん観光消費額の伸びが低

いと県のほうでも自認しているところで、ここが大きな課題と考えております。評価で一

番多かったのがＣというのも、観光客数や宿泊者数もさることながら、一番ネックなのは

この観光消費額ではないかと考えております。今後、その対策については対応を考えてま

いりたいと考えております。

○会長 どうもありがとうございます。実質的な面というところでもう一歩ではないかと

いう分析のようであります。

○委員 外国人観光客がこれだけ伸びている日本の中で宮崎県の伸び率がちょっとよくな

いというのは、隣の鹿児島県、大分県との比較ということはお考えになっているのか。そ

れから、交通の便が一番影響しているような気もしますが、このおもてなしプログラムの
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中にそういったインフラ関係の要因を考慮することはお考えになっているのか、お伺いし

たいのですが。

○会長 隣県との比較と交通インフラについての御質問ですが、よろしいですか。

○総合政策課長 大変重要な御指摘だと思っております。おっしゃるとおり、大分、鹿児

島の両県とも本県よりは多く来ていると。１つは、宿泊しているお客さんが少ないという

ところが出ておりますので、いろいろインフラの問題もあると思いますが、どうすれば宿

泊していただけるような魅力ある観光地をつくっていけるのか、そういったことについて

今後の計画の中で議論していきたいと考えております。

○事務局 外国人延べ宿泊者数につきましては、平成29年度の速報値でございますが、宮

崎県は全国の中で26位ということで、沖縄県５位、福岡県７位、大分県13位、長崎県17位、

熊本県18位、鹿児島県20位、佐賀県が24位という中で最低ということになっております。

伸び率を見ましても、正確な数字はグラフには出てきていませんが、ぱっと見ただけでも

他県に比較して伸びは鈍い状況にあると考えております。

○会長 ありがとうございます。委員、よろしいですか。

○委員 ありがとうございます。

○会長 この問題についても少し粘り強く具体的な案を検討していくと。恐らく外国人の

方にとって訪問しやすい、あるいは便利性といいますか、いろいろな表示その他にしても

きめ細かくやっていく必要があるのではないかと思っております。

ほか、いかがでしょうか。

○委員 いろいろと考えてみますと、日本の方も外国の方も大体一緒だと思っていますが、

九州というもので捉えるか、南九州という形で捉えるか。宮崎県１県だけではちょっとき

ついかなと思います。ですので、宮崎・鹿児島・熊本、もしくは大分との共同体で南九州

という交通のインフラ。平たく言いますと、宮崎から入って熊本、鹿児島で出る、鹿児島

に入って宮崎から出るとか、いろいろバージョンをつくりながら周遊券をつくってみては

どうかとか、いろいろな仕掛けが要るのかなと思っております。

10日ぐらい前に、話し合いをさせていただいて、いろいろなサジェスチョンをいただき

ました。例えば鹿児島ならば、どこのお菓子屋さんに行ってもかるかんまんじゅうと言え

ば済むわけです。ただし、そこのお菓子屋さん独特のものとして売っている。宮崎にはそ

れがないのではないかというお話もありました。ある方からは、宮崎はチーズまんじゅう

だというお話が出てきまして、初めて知りましたが、25～26年前にお菓子屋さんの組合が
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「宮崎のお菓子」は何にしようかという話をして、チーズまんじゅうに決めたという話ら

しいんです。宮崎の観光としての共通点を探しづらいというか、つくっていないというか、

そこのところとかいろいろなものが出てきています。

50年前、岩切章太郎さんが、「大地に絵を描く」、白い画用紙に絵を描きましょうよと

いうような言い方で、宮崎というところをいろいろな観光地にしました。そして新婚旅行

のメッカにつくり上げていったわけです。これは官の指導ではないんです。あくまでも民

の力でここまでされたわけです。いろんな投資をされ、自己犠牲の中においてこのような

ことをなさったと思っております。この50年の間にそれを題材にしながら勉強していって

次のものをつくっていかなければならなかったが、いつの間にか我々民は官のほうに口を

あけて待っているという状況になっているわけです。ですから、我々民の力でもっと前に

押す、知恵を出す、行動する。このごろは、国の補助がついたから皆さん方がそこにだけ

集中するという、何とも悲しいような状況に置かれております。

そういうことも反省しながら、当然県のほうにも御相談しなければならないんですが、

１つは、ＬＣＣの成田線、ソウル線の就航等により宮崎空港の利用が300万人を超えた。

これは本当に純増なんです。全部県がアクションをとってくれてこういうふうにしてもら

っているわけです。ですから、いろいろな形の中でこういうふうになってきていますので、

今の状況でいきますと、官のほうとの相談もしくはそれに対して自分たちがどう動くかと

いうことも含めて、民の力をどう育てるかということも大きな問題ではないかと思ってお

ります。

ですから、交通インフラの問題、民のパワーをどうやって育てるかという問題、そして

宮崎独特のお土産品、お菓子でも何でもいいんです、イメージでもいいんです。そういう

問題を次々と積み重ねないとこの問題は、ＣからＤに落ちるのは簡単なことで、ＣからＢ

に上げるのはなかなかやわなことではできないと思っております。時間がかかると思いま

す。しかし、それでも今はやらなければならないので、人口減にかかわらず、何でもやろ

うよということです。

○会長 ありがとうございます。Ｃ評価ということを踏まえて、具体的にどこら辺にター

ゲットを絞っていくか、そのきっかけになるようなお話をいただいたと思います。官も民

も一緒になって、産官学金労言一緒になった宮崎のチームが観光おもてなしといったとこ

ろにどういうアクションをとっていくか。その中で、それぞれの立場にいらっしゃいます

が、特に民をリードしていただくという意味で今のお話をいただいたのではないかと思い
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ます。

県外の方が宮崎を見たときに、「宮崎県は何？」と言われたときに、「これ」と言える

ような食べ物なりお菓子なり、少しずつ芽生えているとは思いますが、ばちっといけるよ

うなものがまさにこれからますますブラッシュアップされていけばいいかなと思いながら

お話を伺いました。

ほかにはいかがでしょうか。

○委員 日南のほうに大型船が寄港すると思うんですが、日南の売り上げはどれぐらい伸

びているのでしょうか。

○会長 わかりますか。今すぐは出てこないようですが。

○委員 というのは、船が寄港すると店を閉めるんだと日南の方からお聞きしたことがあ

るので、どれぐらいの売り上げがあるのだろうかということが気になったところです。

○総合政策部長 正確な数字は持っておりませんが、思ったほど伸びていません。期待値

までには至っていないのかなと思います。お話があったとおり、日南市のほうも努力はし

ているんですが、なかなか効果が出ていないと。量販店のほうにお連れしたり、宮崎市の

イオンのほうに来たり、思ったように地場産品の販売につながっていない状況だと聞いて

おります。

○委員 決済は、向こうは八百屋さんもたばこ屋さんも現金ではないんです。今、中国の

方は100％電子決済なんです。その決済の機械をつくればいいじゃないかという問題が出

てきますが、これもお金がかかる。そんなことしてまで売らなくてもいいといってシャッ

ターを閉めるんです。その小道具がないということがつらいところで、今、銀行やいろい

ろな機関で、決済端末をローコストで貸すとかいろいろ工夫していますが、結論には至っ

ていません。

○委員 評価の中でＡ、Ｂ、Ｃといろいろありますが、今のクルーズ船のような話で、一

過性の評価をしてしまうと、去年はよかった、今年は悪かった、という話になるんです。

今、話もありましたが、昔は中国がベースになっていたので爆買いとかありましたが、最

近はＦＩＴが多くて購買傾向が変わっているのも事実です。一喜一憂した形で評価すると、

Ｂだったのが来年はＤぐらいになるんです。航空会社の件もしかりですが、この審議会の

中では鶏が先か卵が先かという議論をやっていかないと、寄港数が少なくなりました、航

空会社が便数を減らしましたという話になったときに、少なくなったから消費額が減って

仕方がないねとか、こんな話をしてもあまり宮崎県にはプラスになりません。逆に言えば、
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それがあったとしても、違った形での需要をどう喚起するかということに集中して議論し

ていかないと、足元だけ見て議論してもこの審議会の意味はないのかなと私自身は思うん

です。ちょっと違った意見で申しわけないですが。

○会長 ありがとうございました。指標化ということは、具体的に皆さんのコンセンサス

を得る意味では有効な手段であると思いますが、目標に達するために何をやっていくかと

いうことは、先ほど総合政策部長からのお話に出ましたように、プラクティカルに得るも

のは何だというところになると、もう一歩突っ込んだ構築がこの考え方で必要になってく

るのではないか。何を我々が求めているかというのは、数値がよくなることだけを求めて

いるのではなくて、その後ろにある実績といいますか、具体的なものが本県としても目指

していくべきことではないかと思いながら、この数値を見せていただきながらここ１～２

年そんなことを感じておりました。

ほかにいかがでしょうか。

○委員 インバウンドの傾向として、今は、東京や大阪、福岡ではなくて、地方に流れて

いることは皆さんも御存じだと思います。昨年、日向でジュニアのサーフィンの大会があ

りました。日向市の中で頑張ろうという形で進めていく中で私が疑問に思った点がありま

した。海外の男の子や女の子たちが英語で会話するんですね。それに対して対応できない

んです。来てよかった、楽しかったという心の満足度というのはソフト面が充足していな

いといけないのではないか。そこを民にばかり頼っている部分もあるかと思うので、それ

がなかなか周知できていなかった。民間の企業、地元の企業はもっとコミュニケーション

ができなかったのではなかろうかと、そのときにとても感じました。ここの観光再生おも

てなしプログラムの中では触れていませんが、コミュニケーションツールといった形で考

えられていることはございますか。

○会長 何かありますか。

○総合政策課長 おっしゃるとおりでございまして、最近の観光の構造変化というか、さ

っきも委員からＦＩＴということで個人旅行者が増えているという環境の変化もあるとい

うお話でしたが、そういったものにしっかりと対応するためにどうしていくのかという議

論をしていくのが一番大切だと思っています。おっしゃるように、ソフトの整備について

は、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備は一定程度進んでいますが、おもてなしの環境で、例えば英語

対応できる観光案内所、これは市町村の話になってくるかもしれませんが、そういったも

のもまだ限られますので、これから先の観光施策をつくっていく上でどう対応していくか、
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しっかりと市町村や地元の方々ともお話ししながらやらなければいけないと考えておりま

す。そこら辺も次の計画の中でしっかり反映させていきたいと思っています。

○会長 実はきのう、宮崎県教育委員会の主催で、宮崎大学の外国人教師や英語関連の学

生あるいは留学経験者と県内の高校生諸君との英語会話コミュニケーションクラスみたい

なものをやっておりました。私もちょっと顔を出したんですが、定数50名で公募したとこ

ろ、140名の高校生が応募してくれています。多くの方を断らざるを得ない。ですから、

宮崎県の高校生や中学生はモチベーションはものすごくあるんですが、宮崎大学に英語で

オファーできる教員や研究者や学生諸君が足りないという状況です。若い世代にはかなり

モチベーションはあるのではないかと思いますが、それを受ける我々サイド、教育委員会

や大学、いろいろなところがもう少し有機的につながって、観光おもてなしというところ

にスポットを当てた英語コミュニケーションクラスのようなものをやっていくと、今御質

問が出たようなところが次第次第に解消されていくかなと。急に英語でやれと言われても

難しいので、小さいところからやっていく。大学としてもやらなければいけない問題かな

と思います。

○委員 今の観光は、ここにありますように、インバウンドが引っ張っているのは事実な

んです。インバウンドを無視することはできない。それから、おっしゃったようにインバ

ウンドは質が変わりつつある。大型の船が着く港が宮崎には１か所しかないんです。だか

らどうしようもない。でも、質が変わっていますから、その変わった質のインバウンドを

つかむということをわれわれはしなきゃならないだろう。日本人もかつてはそうでしたが、

団体旅行でいろいろなところに行きました。今は団体旅行で行くのは非常に少ないと思い

ます。そういうふうに必ず変わってくると思います。ですから、そのためには、今、話題

に出ていますように、インバウンドの方に満足してもらえるような体制をどうするのか。

Ｗｉ－Ｆｉもない、多言語表記もしていない、スピーチもできない。今、いろいろな器具

があってそれでしゃべる方法もあるし、ポケトークという翻訳機械もあります。70か国語

以上を通訳できます。各施設にそういうものを置けば、例えば中国系の人が来てもアフリ

カ系の人が来ても通訳できる。そういうものを我々行政が先取りして対応していかなけれ

ばならないと思っております。

私のところのことを言いますと、行政の中における観光に対するウエートは低いです。

産業振興やそういうことがどうしても先に行きますので、観光についてはウエートが低い

のは事実です。だからもっと高めなければいけないということが１点。それぞれの地域の
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中でこれから観光の位置づけをどうするかということは、それぞれの市町村がしっかり取

り組むべきだと。これから私もしっかり訴えていきます。今年は、多言語表記をする、Ｗ

ｉ－Ｆｉを整備する、観光地のトイレは全部ウォシュレットにする、それから、通訳でき

るようなものを施設に置く。子どもはいいんですが、75や80歳のおばあちゃんに今から英

語を教えても難しいので、機械の力を借りるしかない。そういうことが今から必要だと。

インバウンドはどんどん増えます。それをどうつかむかということが宮崎のポイントだと

思います。宮崎の観光は残念ながら今、落ち目です。これを何とか上にみんなで持ってい

かなければいけない。

○会長 ありがとうございます。英語系とかもともとラテン語から来ているところは、わ

れわれが方言を聞いたりしゃべったりするぐらいの変化で彼らは何か国語もしゃべる。日

本人からするとそれはとても難しい。であれば、日本人の得意な、今まさに委員がおっし

ゃったような、ＩＴを観光の中にどういうふうに生かすかという、日本人独特の知恵を磨

くということも非常に重要なことで、地方の場合は通訳のＩＴというのは重要な問題かな

と思います。特に日本人には必要なもので、主要な国の言葉をＩＴで何とか乗り切るとい

う具体的なアイデアを提示していただいたと思います。ありがとうございました。

○委員 さっき他の委員から交通インフラの話も出ましたが、宮崎における二次交通自体、

脆弱なんですね、バスとタクシーぐらいしかありませんので。そういう意味では、少し紹

介申し上げると、これは県の皆さんと協力して３年前につくったんですが、「VISIT MIYA

ZAKI BUS PASS（ビジットミヤザキバスパス）」というクーポン券を外国人対応で1,000円、

今年の４月から1,500円でやっています。宮崎県はたまたま宮崎交通１社で路線バスを走

らせていますので、5,000あるバス停のうち100ぐらいをナンバリングしたんです。特に観

光地と言われるところ、高千穂でいえば１番台のバス停をつくったり。橘通りとかになる

と、日本語は当然ですが、英語、ハングル、繁体中文、簡体中文という５か国語で車内ア

ナウンスしています。こういうものがあって、３年前は3,000人ぐらいの外国人のお客様

でしたが、今年は多分３万人いくだろうと。

それから、先ほど他の委員もおっしゃっていましたが、南九州のＳＵＮＱパス（サンキ

ューパス）という、熊本と宮崎と鹿児島のバス会社で運用して乗り放題で8,000円です。

北九州のほうにあって南九州だけなかったので、周遊がベースになってやっていくだろう

ということで、こういうものもつくっています。

もう一つは、先ほどツールはないかというお話でしたが、バスの運転手もタクシーの運
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転手も外国語となると大変ですから、Ａ４サイズのハンドブック、特許のところはお金を

払ってつくらせましたが、番号でいえば１から０までのところが書いてあったり、何月何

日、何番線だったら80を押すとか。これも５か国語でつくっています。できない部分に関

しては諦めていると何もできませんので、そういうツールを広げていくということで、特

許の関係でお金の問題とかいろいろありますので、市の観光協会のほうにも相談しながら

今進めているところです。できるだけ地道な活動をやっていかないと、何か来たときにば

っといってもほとんど何もできませんから、継続的な努力というのは、ほかの部分でもそ

うですが、やっていかないと厳しいのかなという感じはします。

○会長 ありがとうございました。プログラム５の「観光再生おもてなし」の評価がＣで

あったということで、少しここに時間をかけさせていただきました。活発な御意見をたく

さんいただきました。ここはＣということでいきたいと思います。よろしいでしょうか。

どうもありがとうございました。プログラム５はＣということにさせていただきます。

それでは、くらしづくりの分野ということで、プログラム６、プログラム７、プログラ

ム８について御意見をお伺いしたいと思います。

プログラム６「文化スポーツ振興」、これはＢという評価でした。ただ、細かく言いま

すと、Ａが７名、Ｂが８名、Ｃが５名ということで、かなり拮抗した評価をいただいてお

ります。一番多いのがＢであったといっても、それぞれお一人かお二人の差で、数値だけ

でいくとＢになってしまいますが。文化スポーツ振興について、とりわけこれが印象に残

ったとか、こういったことがインパクトが強かったというものがあれば、少し挙げていた

だければと思います。

○委員 西都なんかが日本遺産になっておりますので、僅差であるのであれば、スポーツ

は皆さん方が御存じのとおりですので、大崩とかいろいろなところのことを含めて、日本

遺産に西都がなったということについては大きな評価をあげてもいいのではないかと思っ

ております。ですから、もしよければその辺も加味していただければと思います。

○会長 ありがとうございます。ユネスコエコパーク登録は宮崎県にとっても大きなこと

で、皆さんで喜んだことでもあります。あるいは県立芸術劇場や県立美術館といったとこ

ろもかなり入場者数が増加しているといった結果も得られております。全体としては、日

本遺産に登録されたことをどういうふうに評価するか。今、委員からは高く評価してもい

いのではないかという御意見ですが、いかがでしょうか。新富、西都、宮崎の古墳群の件

ですね。
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○事務局 大変重要な御指摘をいただきましてありがとうございました。今おっしゃって

いただきましたとおり、日本遺産につきましては、今年度に入ってから、「台地に絵を描

く南国の古墳景観」ということで認定いただいたところでございます。今般見ていただい

ておりますのが、昨年度の取組に対する評価でございますので、今、御指摘いただいた内

容につきましては、もしよろしければ来年度の評価の中で加味させていただきまして、定

性的な評価になろうかと思いますが、加えさせていただくという形ではいかがでしょうか。

○会長 次年度分の評価でここがＢからＡになる可能性はあるということを皆様覚えてお

いていただければということで、よろしいでしょうか。では、Ｂ評価ということでよろし

いですね。ありがとうございます。

続きまして、「いきいき共生社会」でありますが、ここもＢということで、かなり多く

の方からＢをいただいております。これについてはいかがでしょうか。特に追加あるいは

質問等ございませんか。評価の概要のところで、自殺死亡率が少し減ったとはいえ、まだ

まだ全国的に見ると悪い状況であることには変わりありませんし、研修医の問題とか若手

医師の定着の問題はもう少し頑張らなければいけないということが見えていると思いま

す。いかがでしょう、Ｂという評価でよろしゅうございますか。ありがとうございます。

では、「いきいき共生社会」をＢとさせていただきます。

次のプログラム８「危機管理強化」でありますが、ここはＡ評価ということで、多くの

方からＡというお答えをいただいております。いかがでしょうか。よろしゅうございます

か。特に御意見がなければＡ評価としたいと思います。ありがとうございました。

それでは、「平成29年度取組」についてということでまとめさせていただきます。プロ

グラム１から順番に申し上げます。「Ｂ」「Ｂ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」「Ｂ」「Ｂ」「Ａ」という

ことで答申の内容をまとめたいと思いますが、よろしゅうございますか。どうもありがと

うございました。そのように決定したいと思います。今後の取扱いについて事務局から説

明をお願いしたいと思います。

○事務局 政策評価につきましては、本日の意見交換の内容や評価結果を踏まえまして、

会長と事務局のほうで答申に向けた整理をさせていただきたいと考えております。その後、

できれば８月22日に会長から知事に政策評価についての答申という形をとりたいと考えて

おります。

○会長 ただいま事務局から説明がありましたようなことでよろしゅうございますか。特

に御発言ございませんか。では、そのようにさせていただきます。
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続きまして、議題（２）「専門部会の設置について」であります。事務局から説明をお

願いいたします。

○事務局 それでは、私から説明させていただきます。

「議題（２）関係 資料」を御用意ください。

１ページを御覧ください。現行計画におきましては、目指す将来像を、人、くらし、産

業の３つの側面から描いております。今回の改定に当たりましても、この３つの側面から

の議論を行っていただく必要があると考えておりまして、中段の図のとおり、この審議会

の中に、人づくり、くらしづくり、産業づくりの３つの専門部会を設置したいと考えてお

ります。それぞれの部会には、各部会の分野に関しまして、計画の改定に係る調査・審議

を付託するものとします。審議会と各部会間との連絡調整等につきましては、会長・専門

部会長会議を設置し、こちらで行うこととしたいと考えております。部会に関しましては、

下段の点線で囲んだ部分に記載のとおり、総合計画審議会条例施行規則に規定されており

ます。

説明は以上であります。

○会長 ありがとうございました。ただいまの説明につきまして御質問等ございませんか。

特に御質問等なければ、３つの専門部会を設置するということでよろしいでしょうか。あ

りがとうございます。それでは、そのように進めさせていただきます。

各専門部会の所属委員につきまして、事務局から説明をお願いいたします。

○事務局 引き続き説明させていただきます。

同じく資料１ページ、先ほどの点線で囲んだ部分に部会の規定がございますが、この総

合計画審議会条例施行規則第２条第３項の規定により、部会に属すべき委員及び専門委員

は、会長が指名することになっております。また、同条第４項の規定により、部会には部

会長を置くこととなっており、部会に属する委員または専門委員のうちから会長が定める

ことになっております。このことにより、各部会の委員及び部会長につきましては、会長

の指名により、資料２ページから４ページにそれぞれ名簿を載せております。この名簿の

とおりとさせていただきたいと思いますので、御確認をお願いします。

説明は以上であります。

○会長 ありがとうございました。ただいま説明いただきましたように、各部会のメンバ

ーを御確認いただきたいと思います。この名簿の中で何か御意見ございましたら、あるい

は御発言ございましたら、お願いしたいと思います。また、あわせて部会長も指名をさせ
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ていただいておりますので、そこもあわせて御検討いただきたいと思います。

よろしゅうございますか。特に御意見がなければ、今、事務局から説明がありましたよ

うなことで進めたいと思います。

人づくり部会は添田委員、くらしづくり部会は出口委員、産業づくり部会は根岸委員に

それぞれ部会長をお願いするということでありますが、よろしゅうございますか。ありが

とうございます。特に御意見がなければそのようにさせていただきたいと思います。

続きまして、議題（３）「宮崎県総合計画の改定について」であります。

事務局から資料に沿って説明をお願いいたします。

○事務局 それでは、事務局から説明をさせていただきます。

「議題３関係 資料１」の「宮崎県総合計画の改定の概要」というペーパーを御覧いた

だきたいと思います。この改定の今回の考え方につきましては、前回の審議会で説明した

内容が一部含まれておりますので、その部分については省略させていただいて、おめくり

いただいて２ページを御覧いただけますでしょうか。今後の改定スケジュールの確認をさ

せていただきたいと思います。ただいま専門部会の設置の御了承をいただいたところでご

ざいます。今後、８月、10月に専門部会を２回ほど開催いたしまして、年内を目途に長期

ビジョンをまとめていきたいと思っております。それを来年明けて２月の議会に提出して

いくという段取りで進めてまいります。その後は、アクションプラン、４年間の短期プラ

ンになりますが、こちらのほうを適宜専門部会を開催して策定していき、６月議会には議

案として提出をするというスケジュールで進めてまいります。

次に、３ページを御覧ください。長期ビジョンというものが今どういう形になっている

かということを少し復習したいと思っております。ポンチ絵の上に書かれておりますよう

な、時代の潮流ですとか、将来推計と予測、あるいは本県の特性といったものを踏まえな

がら、2030年を展望する姿である、未来を築く新しい「ゆたかさ」の実現を目指して挑戦

していくという、この基本目標は今回も据え置いていきたいと考えているところです。

今、専門部会を人・くらし・産業の面から設置したところでございますが、表の中ほど

下の分野別施策というものを御覧ください。人づくり、くらしづくり、産業づくりの観点

から、この実現のためにどんな施策に基本的に方向性を持って取り組んでいくのかという

ことを網羅的にまとめているのが、分野別施策でございます。この中から、特に長期的視

点、本県の今後の発展を見据えた上で、重点的・優先的に取り組むべき戦略を、中ほどの

長期戦略としてプロジェクト的にまとめているところでございます。ここでは、人口問題、
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グローバル化、資源・環境問題、危機対応といった４つの長期的視点を持ちながら、先ほ

ど評価をいただきましたが、戦略１から８まで、人口問題、人財育成、産業成長、地域経

済循環、観光再生おもてなし、文化スポーツ振興、いきいき共生社会、危機管理強化とい

う形で、８本の特に重要なプログラムという形でまとめております。これが長期ビジョン

のたてつけになっておりまして、ポンチ絵の一番下になりますが、飛び出しであるところ、

長期ビジョンを見据え、また知事の公約なども取り込みながら４年間で進めていく短期的

な計画、これがアクションプランになってございまして、先ほど政策評価の中で平成29年

度の取り組みを評価いただいたところでございます。

説明は以上でございます。

○会長 ありがとうございました。ただいま現行計画の内容を説明いただきました。計画

策定の背景となります時代の潮流や長期戦略を中心に、今後、我々審議会としては議論を

進めていく、あるいは深めていく必要があろうかと考えております。今回、事務局から、

人口減少問題、人づくり、くらしづくり、産業づくり、４つの観点から現状と課題が示さ

れております。本格的な検討は次回の専門部会からになると思いますが、今回皆様の共通

認識をいただいた上で今後の議論につなげていきたいと考えておりますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

それでは、共通項目のうちの「人口減少問題」についてでありますが、事務局からの説

明をお願いいたします。

○事務局 引き続き説明させていただきます。

資料は、「議題（３）関係 資料２」、タイトルとして、「２ 現状と課題」とあるペー

パーを御覧いただきたいと思います。

まず、本県が直面している共通課題として、人口減少問題がございます。全国の状況と

本県の状況を説明させていただきたいと思います。

①全国の状況でございます。国立社会保障・人口問題研究所によりますと、我が国の人

口は、平成20年をピークに減少局面に入っております。今後、出生や死亡等について現状

の傾向で推移した場合には、最新の予測ですと、2053年には１億人を割り込み、2065年に

は約4,000万人減の8,808万人程度まで減少すると予測されております。

この最大の要因と申しますのが、次のパラグラフにあるように、東京一極集中というこ

とで人が東京に集まっているということでございますが、国としましては、この流れをと

めるとして地方創生を打ち出して取り組みを進めておりますが、現実としては東京への流
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入超過が年々拡大しておりまして、十分な効果が出ていないという状況がございます。こ

のように若年層が出ていくことで、地方の出生数にもマイナスの影響を及ぼしているとこ

ろでございます。

また、地方では、高齢化も相まって労働力人口が減少しております。このままでは、供

給面、需要（消費）の面での縮小が進んでいき、人口減少が地域経済の成長制約になって

いくこと、さらには、医療・介護費などの社会保障関係費が増大し、財政負担が高まるこ

とが懸念されているところでございます。全国的にはこのような状況がございます。

おめくりいただいて２ページを御覧ください。本県の状況でございます。これまでの審

議会等でも説明しているところでございますが、本県の人口も平成８年の117万人をピー

クに全国よりも早く人口が減少し始めておりまして、最新の国勢調査では110万4,000人程

度となっております。また、高齢化率も全国より早く進んでおりまして、29.5％ですが、

最新の人口推計に基づきますと、既に３割を超えている状況でございます。

自然動態の面では、合計特殊出生率が1.73と全国２位の高水準にはございますが、出産

をする年齢にある女性のそもそもの部分の人口減少だったり、未婚化や晩婚化の進行によ

りまして、出生数は減少を続けております。既に9,000人を切って8,900人程度の状況とな

っております。

また、平成15年以降は、死亡数が出生数を上回る自然減という状態に転換しておりまし

て、就学・就業時における若年層の県外流出と相まって人口減少が加速しているという状

況にございます。

その下に、本県の人口の流れや合計特殊出生率の推移などを載せておりますが、ここは

説明を割愛させていただきます。

次に、４ページを御覧ください。こういった人口減少への対応をどのように進めていく

べきかということで、共通認識を再度確認したいと思っております。

本県の人口減少に対応していくためには、結婚や出産、子育て環境の充実などの自然減

対策と、あわせて、良質な雇用の場の創出でありますとか若者の定着促進、Ｕターン等、

こういった社会減対策を同時に進めていく必要がございます。また、あわせて、地域なら

ではの資源を生かした観光などによります交流人口の増加でありますとか、あるいは地元

産業、企業の育成によります地域経済の活性化、あわせて、あらゆる人の活力が発揮され

る地域社会の実現、また、先ほどＩＴの話なども出ておりましたが、技術革新による生産

性向上、こういったものを図っていって、人口減少の中にあっても本県の活力を維持して
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いくための対策が必要になります。

それから、地域で安心して暮らせるためのコミュニティーの充実や、先ほど来出ており

ます地域への愛着、郷土愛の醸成、こういったものも図りながら、経済的な豊かさだけで

はなく、心の豊かさが両立した、本県の目標であります「未来を築く新しい「ゆたかさ」」、

こういった社会を実現していく必要がございます。

最後に、５ページ、横の表ですが、こちらを御覧ください。宮崎県の2030年の人口推計

（試算）とございますが、これはあくまでシミュレーションとして今回お示ししたもので

ございまして、ここからどういう目標を持っていくのかということについては、今後の専

門部会以降の議論とさせていただきます。今回はあくまで試算ということでお示ししてお

ります。

まず、試算①が、先ほど申しました国立社会保障・人口問題研究所の最新の推計でござ

います。今のままの現状で出生率と移動率が続いた場合には、下のグラフにございますよ

うに、2030年には97.7万人に人口がなるとなっております。

それから、先に試算③のほうを御覧いただきたいのですが、前回条件における推計とい

うことで、今の計画の推計では、2030年までに段階的に県の合計特殊出生率を2.07、それ

から、若年層、29歳以下の社会減を30％抑制するという目標を持っておりますが、これを

最新の2015年の社人研の推計を当てはめて計算し直すと、2030年には100.4万人程度にな

るという試算です。

それから、試算②は、そうは言いましても、なかなか人口減少がとまらない、出生率も

改善はしておりますが、劇的な改善が見られない中で、もう一つの試算の例としてつくっ

たものでございます。先ほどの社人研の2015年の数値をベースとしまして、2030年代まで

にということで、最終的には2040年ごろまでに段階的に2.07の合計特殊出生率を達成し、

同様に、2030年代までに、39歳以下、10歳分も含めた年齢層で社会減の抑制を図って、最

終的に全体の社会減が均衡した場合を想定して計算しますと、2030年には99.5万人、各年

齢層の構成割合についてはグラフに示しているとおりでございます。

説明は以上でございます。

○会長 ありがとうございました。ただいま説明のありました内容について御意見をお伺

いしたいと思います。いかがでしょうか。

○委員 今の最後の５ページですが、合計特殊出生率2.07という理想の形がいつも出ます

が、本当に行くと思いますか。この根拠が全く私はわからないんです。この中でいい形を
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見せるような数字は出すべきではないと私は個人的には思っていますが、2.07に行けると

いう確証があるのであれば逆に教えていただきたいというのがすごく気持ちとしてはある

んです。どうしても私は理解できないんですね、ここが。

○会長 どこから出てきたのかわかりますか。

○総合政策部次長 県全体の数字で見たときに、なかなか2.07というのが難しい状況は確

かにございます。この要因として、出生率が高いところを見ますと、ある程度若いところ

で結婚して早い段階で子どもさんが生まれるというような環境があるところは相対的に出

生率は高くなっておりまして、市町村ごとに見ていきますと、市町村によっては３に近い

ところもありまして、それぞれの条件によって、例えば近くに子どもさんの面倒を見られ

るおじいちゃん、おばあちゃんが住んでいるとか、いろいろな要因が絡まってくるのでは

ないかと思っております。逆に言うと、宮崎市あたりは県平均より低くなっているという

状況がありますので、今これをやれば必ず上がっていくというところが、2.07という数字

まではなかなか見通せない部分がありますが、各市町村での取り組みや条件を見合わせな

がらそんなところを探っていかなければならないのではないかと考えております。特にこ

こをある程度軌道に乗せていかないと、いつまでたっても人口が安定するというところが

見えてきませんので、ここはなかなか厳しい課題かもしれませんが、外して考えるのは難

しいのではないかと考えているところであります。

○委員 ちょっと理解できない。目標とか参考値として出すのは構わないんですが、２ペ

ージの表を見ても、生産人口もどんどん減ったり適齢期の方も減っていくわけです。市町

村の中でのばらつきはあるにしても、これは宮崎県全体の図表ですので、その辺のところ

の何かないと、厳しい中で前回のときより人口が減ってきています。来月ぐらいには107

万人台ぐらいになるのではないかと思っています。そういう中では、厳しさというものを

ちゃんと表現した中で、そのための対策をどう打つんだということがすごく大事なことに

なると思うんです。

○会長 これは、国立社会保障・人口問題研究所が出している一般的な数値をベースとし

て宮崎県のことを考えると、2.07になるだろうというのが根拠になっているんですか。

○委員 今、委員がおっしゃったとおりだと思います。だって7,000万に減っていくんで

すよ、人間は。それで2.07に行くわけがない。難しい。行く方法はただ１つ。フランスが

やった政策を宮崎県が独自にやれば行くかもしれない。それしかないと思います。次長が

おっしゃったように、我々みたいな山の中は2.05とか2.08とか行くんです。宮崎市は行か
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ない。東京は１超える程度ですから。こういう傾向ですから、２は本当に難しいと思いま

すが、宮崎らしい対策をとることを期待したいと思います。

○総合政策部長 今、委員がおっしゃったとおり、例えば東京都は合計特殊出生率は１を

少し超えている程度です。人口を維持するための2.07というのは、委員がおっしゃったと

おり、なかなか達成は難しい数値であろうと思います。そこにどう近づけていくかという

ことで政策を打っていくのが行政の課題だろうということで、目標値としての数値を置い

ているということであります。

加えて、もう少し資料で説明させていただきたいんですが、書いていないことで課題が

ありまして、２ページをお開きください。上のほうに本県の人口の推移が書いてあります

が、一番上のブロックが75歳以上の人口です。2010年が15.7万人、今が大体17万人ぐらい

です。12年後の2030年には、全体人口は減りますが、ここが22万人。今より５万人以上増

えるという状況です。現在では、75歳以上の方の約15％は要介護度２以上ですから今より

も要介護の方が増えていくことになります。その方たちの対応をどうするか。一つは、健

康年齢をぐっと上げていってそんなことにならないようにやっていく。もう一つは、やっ

ぱり要介護という方も出てくるわけですから、今より増えるということで、そこの人の対

応を考えていかなくちゃいけない、体制整備をしていかなくちゃいけないというけれども、

それに従事する年齢の方はどんどん減っていく。これは東京とは違います。地方でこうい

う現象が出てきていることを我々はもう少し認識しておく必要があるのかなと。これはく

らし部会でもまた議論も出てくるかと思います。

もう一つは、今申し上げたように、人口が減っていく中で高齢者が増えていく。この人

たちの対応をどうするかということも課題ですので、御理解いただきたいと思います。

○会長 ありがとうございます。全体の人口問題と合計特殊出生率の問題を合わせて議論

しなければいけないと思います。

宮崎県という限られたエリアで、大体皆さんの顔が見えるような組織、企業がある中で、

いろいろお話を聞いていると、若い女性の方が赤ちゃんを産みながら仕事を続けていく中

で一番役に立つ情報、環境は、先輩女性職員だと。先輩から大丈夫だよと言ってもらうと、

後輩の女性職員も、赤ちゃんを産んでみようか、育ててみようかという気になる人が多く

て、そういった環境のある企業の中では、子育てしながらまた仕事に戻ってくるとか、産

んでみようかという率が、職員の中の率が非常に多くなっていく。ですから、物すごく大

きな組織とか、あるいはそこの男性職員の理解がないとか、何となく概念的に言っていま



- 24 -

すが、本当は、直上の上司や近い先輩の実体験をその後輩たちに、女性の中でどうやって

サイクルを回していくかということが意外と大きな要素ではないか。東京などになります

とそんなことを言っておられないから、一律に大きな統計で物事を見ていきますが、こう

いう地方の都市になってくると、いろいろなところで実質対応といいますか、そういうも

のが効いていくのではないかと思っている部分がありまして、いろいろな企業の方に聞く

と、そういうことを一生懸命やっておられるところでは率が上がっていっているというこ

とです。

○委員 女性の話が出ましたので、ちょっと意見を言わせていただきますが、女性だけに

頼ってそういう傾向になるかというと、私は逆だと思っていて、そこに一番必要な力とい

うのは男性の理解だと思いますし、先輩が後輩の若いお母さんたちに対してアドバイスを

するというのは、あるべき姿だとは思いますが、実際は、女性に対する例えばマタニティ

ハラスメントなどは、女性が女性にやることのほうが多いんです。なぜ自分たちが体験し

たことを後輩たちに優しい気持ちで教えてあげられないのかなと思うんですが、意外と女

対女に対するハラスメントも多いですし、これから高齢者が非常に増えてくる中で、女性

の力だけではどうにもならない。おじいちゃん、おばあちゃんたちが寝たきりになった。

見なきゃいけないというときに、そこで動かなきゃいけないのが女性だけだともう無理だ

と思うので、そこはやはり男性の方も女性の方もみんなでやらないと、この割合だと支え

る人と支えられる人が半々ぐらいなので、そこは女性というよりは、男性も女性も働きな

がら高齢者をサポートしていける社会をつくらないと難しいかなと思っています。女性ば

かりに頑張ってと言われたら、ちょっと胸が苦しくなります。

○会長 私と同じことを言っているのだと思うんです。みんなで支えようという中で、一

番効果的にやっていくとすれば、あるいは委員がおっしゃったように、一番障害になって

いるのは先輩女性かもしれず、先輩女性がいい対応をしてもらえばもっといい効果が出る

のではないかと。ですから、今おっしゃった、マタニティハラスメントを女性がやるとい

う実態が意外と知られていなくて、社会全体でみんなで頑張りましょうということを当然

とした前提の上に、企業内や組織内での仕組みづくりをもっと進めていくことが必要では

ないかということで、基本的には同じ意見ではないかと思います。

○委員 すみません、私も言葉足らずで、私が一番言いたかったのは、女性が意識改革を

しなきゃいけないということです。女性があまり甘えずに、女性の力がこれから必要にな

ってくる時代だからこそ、女性が意識改革をする、見直すということは大事かなと思って
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います。

○会長 ほかにいかがですか。

○委員 ５ページの推定の中で、社人研がベースになるのはよくわかるんですが、２番目、

３番目で本県試算をした場合、生産人口15歳から64歳という変移だけを見ていても、恐ら

く出産とか人口増というものの具体的な部分が見えにくいのかなと思います。前に戻って

３ページでは、15歳から49歳の女性人口推移というものが計算されていますので、今後の

人口増の中で、実際に出産できる層の人口層、現実には20歳から39歳ぐらいがメーンだと

思いますが、これがどれぐらいの推移で伸びてくれば、2030年、2045年にこれぐらいにな

るというような数字を見える化していただけるといいのかな。前回も20代前半の女性の県

外流出が非常に多いというお話があったので、そこをいかにしてとめるのかというのも数

字として見えるようにしていただけるといいのかなと思っています。

同時に、私も子どもは育て終わったものの、生きにくい部分も当然あったので、周りの

女性のサポートもあったり、１つではなくて多面的なサポートができる環境になるといい

なと思います。もちろん、ちゃんとした家庭もあれば、片親であったり、なかなか家庭で

サポートできないような、特に若い女性が自分の両親からのサポートがないような中で出

産・育児というのはきつい状態だと思うので、それを地域や社会や会社、いろいろなとこ

ろでサポートできるような仕組みをつくっていただけると、生みやすい、育てやすい社会

になるのかなと感じます。

○会長 ありがとうございました。御意見をいただきました。ほかにいかがでしょうか。

○委員 ２つありまして、うちの会社には女性がたくさんいて、ロールモデルをいかにつ

くるかということで、その取組の中でメンターシステムといった形をとっているんですが、

女性へのハラスメントは女性だということも事実あるとお聞きしています。ただ、今の取

組の中で、女性活躍推進法は10年の期限立法ですが、10年後にどうなのかというときに、

まだ活躍できていない場のほうがおかしいと。それこそ世界から置いていかれるのではな

いかというところは周知されていることと思います。女性が働きやすい職場というのは誰

もが働きやすい職場であって、ただ、今は女性にターゲットを絞っているだけで、介護と

いう場面が発生したときに、ワークシェアという形をとっていかないといけない。この前

も新聞に書いてありましたが、自分の親の介護は嫁がすべきだと。しかし、女性の側はそ

んなことは思っていないという実態も出ています。そうしたときに、イクボスシステムと

いうことで、女性がなかなか難しければ男性からのフォローという形、そういった仕組み
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を取り入れていくことで、誰もが働きやすい、誰もが認め合うような社会づくりになって

いくのではないかと思っています。

２つ目は、75歳以上がどんどん増えてきている中で、80歳以上という割合も増えていま

す。健康寿命という部分では、未来投資戦略の、2020年までに１歳以上伸ばしましょうと

いう目標に向け取組をされていると思いますが、長野県とかは頑張っていらっしゃるんで

す。アクティブシニアの方々が社会参加できるような仕組みをつくられているから、生き

がいの部分が主観的健康感というところであればそこに取り組んで健康寿命がどんどん伸

びる。年をとっていくことに対して、誰かが支えてくれるのではなくて、自立していける

ような社会づくりをこれから考えていかないと、１対１という仕組みはどうしても避けら

れない部分だと思います。だから、自立できていけるような仕組み、100歳まで自立して

いく。ピンピンコロリとかネンネンコロリとかありますが、クオリティ・オブ・ライフが

よりよくなっていくような仕組みづくりを考えていければなと感じているところです。

○会長 ありがとうございました。イクボスの件と、高齢者の自立を目指した、今のは長

野県のお話ですが、長野県は昔から農村医学とか非常に積極的にやっておられて、長く元

気で生きられるという、ある意味でモデル的な県なんです。我々の業界でも、非常にうま

くいっているという評価を受けているところで、そういったところも非常に参考になると

思います。

ほかに何かございます。

○委員 さっきのイクボスの話ともつながると思いますが、イクボスの方たちがおっしゃ

るには、介護だったり全てひっくるめた「制約社員」という言い方をするということです。

育児を抱えている御本人だったり、介護をする人、または自分自身が病気だったりした場

合、働くことにどうしても制約が出てしまうということで、就業規則も含めてどういうふ

うに制約社員が働けるかという視点を持っていかないと、子育てしているお母さんはどう

するかというよりも、これからは超少子高齢化社会という中で、自分たち自身が制約社員

になる可能性があることを考えた上での仕組み化というのは非常に大事だなと思っていま

す。

私自身、子育て支援と高齢者支援と貧困支援をやっていますが、つくづく思うのが、パ

ーツパーツでは支援はすごく充実しているんですが、そこを一体化するシステムが少なく

て、そこのはざまに落ち込んでいる人たちが非常に多いと感じています。今回、宮崎でも

地域ケア会議で和光市のものを取り入れると聞いています。これは高齢化のほうの分野だ
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と思いますが、同時に、子育てではネウボラという考えが和光市では導入されているとい

うことで、高齢者も子どもも全て、地域包括ケアという言い方をしますが、体系的にどう

やって仕組み化していくかという視点を持って今後は考えていかないといけないのかなと

思っています。

○会長 どうもありがとうございました。

○委員 私は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」概要版の冊子の右から見て４ページ、

「未来のために、今始めよう」というこの図に興味があります。これは人口のところにか

かわる問題だと思います。それぞれにアクションプランがＡ、Ｂ、Ｃということで評価さ

れたと思いますが、長い物語ですから、すぐにＡ、Ｂ、Ｃで評価できないと思いますが、

この中でどれが時計回りではないほうにブレーキがかかったのか、どこが弱いのか、どこ

がうまくいっているのかというのは、この図と同じような重みをこれからは政策的にもつ

けないといけないと思うので、そういうチェックの仕方もこの改定に向けてあるのかなと

思いました。

○会長 ありがとうございました。これについては何か御意見ございますか。

○事務局 今、御指摘いただきました「まち・ひと・しごと創生総合戦略」概要版の冊子

の資料の４ページは、人口増加の好循環に向けた取組を記載しているところです。これは

12時方向で、産業活性化・雇用の場の確保というところからスタートしておりまして、こ

れについては、先ほどアクションプランの中でもありましたとおり、一定の成果が出てき

ていると思いますが、それにつながる社会減とか、あるいは若者世代の増加というところ

まではなかなか至っていないというところが現時点の反省材料でございます。

○会長 どうもありがとうございました。

それでは、いろいろな御意見をいただきましたので、それを参考にさせていただきたい

と思います。これから先は、人づくり、くらしづくり、産業づくりについての件でありま

すが、これは一括して事務局のほうから説明をお願いしたいと思います。よろしくお願い

いたします。

○事務局 それでは、引き続き、説明させていただきます。

先ほどの資料の６ページ以降を御覧いただきたいんですが、人づくり、くらしづくり、

産業づくりといった観点で、今、県が総合計画を進める中で抱えている問題というものを

列記させていただいておりまして、先ほど来、既に委員の方々からさまざまな意見を頂戴

したところですが、そういった観点も含まれているところでございますので、恐縮でござ
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いますが、駆け足で簡単に触れさせていただきます。

まず、６ページの人づくりでございます。６点ほど掲げております。１番目が、若年層

の県外流出の抑制でございます。もう御承知の問題意識のとおりでございまして、今後も

県内の就学・就業環境や産業そのものの魅力向上を図っていき、それに向けた積極的な情

報発信を通じて、宮崎で暮らし、働きたいと思ってもらえるような「若者に選ばれる宮崎」

づくりを目指していく必要があると考えているところです。

２番目が、出産、子育て環境等の充実でございます。本県は、いろいろな指標を見まし

ても、昨年議論していただいたゆたかさ指標などを見ましても、家庭や地域における良好

な子育て環境が形成されております。こういった強みを生かしながら、出産や子育ての負

担軽減や多様な主体による支援体制の強化、ライフデザイン教育の取り入れなどを通じま

して、希望を持って結婚・出産・子育てができる環境のさらなる充実が必要であると考え

ております。

３番目が、子どもの学力向上・生きる力の向上でございます。学力調査によりますと、

小中学生の学力は、ここ２～３年全国平均レベルぐらいで推移しております。引き続き、

学校や家庭における学習の改善・充実による基礎力の強化はもとより、確かな学力ととも

に、たくましく生きる力を持った子どもたちということですが、地域への愛着を有しなが

ら、グローバルな視点と多様な価値観、健康・体力を備えた子どもたちを育んでいくこと

が重要であると考えております。

４番目が、ライフステージに応じた切れ目のない人財育成でございます。本県の新規学

卒者の離職率は全国よりも高い状況にございまして、若年層の県外流出や企業の人手不足

が課題となっている中で、雇用のミスマッチ解消、あるいは社会人の実習、キャリアアッ

プやキャリアチェンジの支援など、誰にも開かれた学びの場の提供を図っていくことが必

要でございます。このように、ライフステージに応じた切れ目のない人財育成に産学金労

官が一体となって取り組んでいく必要があります。

５番目は、産業人財の育成・確保でございます。本県は中小企業が多くを占めており、

新規学卒者の県内就職率も低い状況にございまして、御承知のとおり、人財の確保が一層

困難となりつつあります。この克服に向けて、事業の承継を担う人財の育成・確保、競争

力や経営力を維持・強化していくことが必要でございます。ここに掲げてあるようなこと

も踏まえながら、本県経済を牽引する中核的な産業人財の育成・確保を図っていくことが

重要でございまして、地元企業がみずから魅力的な雇用の場を創出していくことが必要で
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あると思っております。

６番目は、多様な人材が活躍できる社会の実現でございます。先ほど女性や高齢者とい

う点が出てきておりますが、若者、障がい者、外国人など、あらゆる県民がお互いを尊重

して個性と能力を十分に発揮できる社会を実現していくことで、さまざまな地域課題の解

決やワークライフバランスの向上、多様な人材の集積や新たな事業やサービスの創出に結

びつけていくことが重要であると考えております。

○事務局 引き続き、くらしづくりについて御説明いたします。

資料は13ページをお開きください。くらしづくりにつきましても、大きく６つの観点か

ら御説明いたします。

まず、①のコミュニティやくらしを支える地域づくりについてです。人口減少がこのま

ま加速していきますと、地域活動のあらゆる面で支え手が不足し、地域活力の低下ばかり

か維持・存続も困難になる懸念がございます。ＵＩＪターンのさらなる促進による定住人

口の増加と中山間盛り上げ隊等の活動を通じた交流人口等の増加に力を入れていく必要が

あるのではないかと考えております。また、生産年齢の減少は、各産業の担い手不足を招

き、自治体の税収にも悪影響を及ぼします。小規模自治体では、卸・小売はもとより、医

療・福祉、行政サービスなど、暮らしに必要なサービスの維持、効率的な提供が課題にな

ってくるものと考えております。さらに、自治体の財政状況が厳しい中、市町村を越えた

連携、小規模自治体への県の支援、暮らしを支える地域グループの強化、シェアリングエ

コノミーなど未利用資源の有効活用を進めていくことが必要と考えております。

次に、②の大規模災害等への対策についてです。東日本大震災以降、熊本地震、日本各

地で豪雨災害に見舞われております。本県におきましても、南海トラフ巨大地震を初め、

霧島山の火山活動など、災害への備えとして、防災・減災対策の推進に加え、公共インフ

ラの適切な整備・維持管理、さらには災害時の支援受け入れの受援体制づくりに取り組ん

でいくことが重要と考えております。また、家族と地域のつながりや自助・共助・公助の

連携により、災害による被害が致命的なものとならず、最悪の事態を回避できるような強

さとしなやかさを備えた地域づくりを目指す必要があると考えております。

次に、③の地域資源やエネルギーの循環促進についてです。再生可能エネルギーの固定

価格買取制度を契機に、太陽光発電等が大きく伸びているほか、水素など革新的エネルギ

ーの実用化に向けた研究・実証が進んでいます。本県におきましても、恵まれた自然環境

を生かし、太陽光発電を初め、木質バイオマス発電の整備が進み、林地残材等の流通も大
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幅に増加しており、このような地域資源を生かしたエネルギーの地産地消は、地域経済の

活性化や雇用・所得の確保にもつながっていくのではないかと考えております。

14ページの④になります。超高齢社会への対応と健康寿命の延伸についてです。本県で

は、先ほど議論にもなりましたが、全国より早く高齢化が進行しており、健康経営の普及

促進、いわゆる健康寿命の延伸を図り、社会保障費を抑制することが必要と考えておりま

す。さらに、人生100年時代と言われる中、高齢者が社会の中で活躍する機会を増やし、

文化活動、スポーツの促進、生涯健康で活躍する地域づくりを進める必要があると考えて

おります。

次に、⑤の地域医療・介護の充実についてであります。本県の医師数は増加傾向にあり

ますが、若手医師の減少と高齢化、地域偏在、特定診療科の医師不足といった課題を抱え

ております。安全・安心な暮らしに医療体制の充実が重要ですが、地域医療を担う医師は

地域で育てるということで、臨床研修医の確保や総合診療医の育成、労働環境の改善等を

図る必要があると考えております。また、超高齢社会を迎える中、介護需要に対応するた

め、看護人材、介護人材の育成・確保とともに、医療・介護の連携により、住みなれた地

域で暮らし続けられる社会づくりが重要と考えております。

最後に、⑥の低所得者支援の充実についてです。バブル崩壊後、長らく続いた景気低迷

等により、生活保護受給者は増加傾向にあります。生活困窮世帯では、子育てや教育面で

支障が生じ、貧困の連鎖につながるおそれが高いことから、生活保護制度の適切な運用や

就労環境の整備、教育支援・生活支援などの総合的な貧困対策に、地域、関係団体、行政

が連携して取り組むことが重要と考えております。

15ページから19ページまでは、くらしづくりの関連指標を並べております。後ほど御覧

ください。

○事務局 では、続きまして、産業づくりでございます。

資料の20ページをお開きください。産業づくりにつきましては、４つの項目で整理させ

ていただいております。

まず、①成長産業の育成についてでございますが、緩やかな景気回復と有効求人倍率の

改善傾向が見られる中、フードビジネスの進展、また、大型製造業を含む企業誘致、産学

金労官が連携した起業支援の体制整備など、一定の成果があらわれつつあります。しかし

ながら、全国と比較いたしまして、本県は労働生産性が低く、所得水準は伸びてはいます

が、低位であるというところがございますので、引き続き、地域経済を牽引する成長産業
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のさらなる育成が必要であると考えております。また、本県経済の県際収支でございます

が、移輸入が移輸出を上回る状況でございまして、地域外からの外貨を稼ぐことと地域内

での経済循環を促進することが必要であると考えておりまして、自立性の高い産業構造の

構築、良質な雇用の創出を図っていくことが重要であろうと考えております。また、労働

力人口が減少していく、また、地域経済が縮小していく中での対応といたしまして、先端

技術の導入による生産性の向上であるとか、地域資源を生かしたビジネスの創出といった

視点も必要となってくると考えております。

続きまして、②農林水産業の競争力強化でございます。この項目につきましては、口蹄

疫や鳥インフルエンザ等からの復興・再生に取り組んできたところでございますが、昨年

度、宮城県で開かれました全国和牛能力共進会におきまして、宮崎牛が３大会連続で内閣

総理大臣賞を受賞するなど、また、杉素材生産量も27年連続の日本一を達成するなど、着

実な成果があらわれてきております。こうした成果を生かす展開といたしまして、農林水

産物の輸出も拡大しているところでございます。しかし、農林漁家の高齢化による担い手

の急速な減少であったり、農林水産物の価格低迷、また、ＴＰＰなどの自由貿易化の進展

による国際的な地域間競争が激化しておりますので、そういった課題に対応するためには、

担い手の育成・確保、また、マーケットインの発想に立った産地づくりや輸出拡大、その

他生産性を上げるための生産基盤の整備、農林地や施設の集約化、担い手の減少に対応し

た経営システムやＩＣＴ技術の利活用といった、さらなる成長産業化を図っていくことが

必要であると考えているところでございます。

続きまして、21ページに行きまして、③交通・物流ネットワークの構築でございます。

交通・物流ネットワークの構築につきましては、東九州自動車道の宮崎―北九州間が開通

したこと、また、県内各港湾の整備促進による利便性の向上など、一定のインフラ整備が

進んでいるところでございます。このストック効果を最大限に生かしながら、交通・物流

ネットワークのさらなる構築が必要であろうと考えております。また、これとあわせまし

て、特に本県農林水産物の物流面における生命線であるフェリー路線の維持、また、航空

路線の充実による交流拡大などの取り組みを進めていく必要があると考えているところで

ございます。

続きまして、④観光交流の推進でございます。先ほど話がありましたとおり、観光客数

や観光消費額につきましては、熊本地震等の影響からの回復傾向は見られますが、以前の

水準には戻っていないということがございます。また、訪日外国人旅行者の伸びにつきま
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しても、全国やほかの九州各県と比較して鈍い状況にございます。そのような中、対応し

ていくためには、観光を取り巻くニーズの変化を的確に捉えまして、国内観光客はもとよ

り、インバウンド需要をしっかりと本県内に波及させていくことが必要であろうと考えて

おります。このためには、豊かな自然、食、文化・スポーツなど、本県ならではの魅力、

観光資源を生かしたコンテンツの造成、効果的な情報発信に取り組むとともに、先ほどお

話にもございました受け入れ環境の整備を充実させていく必要があろうと考えておりま

す。また、この過程におきましては、県民自身が本県の持つ魅力を知って理解を深め、み

ずから発信していくといった視点も重要であろうと考えております。

説明のほうは以上でございます。

○会長 どうもありがとうございました。人、くらし、産業の３つの観点については一括

して説明していただきました。全体について何か御発言、御質問等ございますか。

○委員 教育界での以前の取組と最近の取組についてお話ししておきたいと思います。以

前は、小学校教育は小学校で完結してしまいがち、中学校教育は中学校で完結してしまい

がちだったところがありますが、最近は、小学校から高校までを貫くような考え、つまり、

何のために勉強するのか、何のために学力テストでいい成績をとるのかという共通理解が

できております。６ページにありますように、④切れ目のない人財育成をする。つまり、

それぞれの市町村や宮崎の未来を担う力を身につけさせるために小学校から高校まで、お

でんを串刺ししたような、貫く考えを持ってキャリア教育をしていきましょうということ

に、今どこの市町村も取り組んでいるところです。ですから、７ページに書いてあります

ような人づくりに向けて、今、各小中学校とも市町村では取り組んでいるし、今後取り組

んでいくことになるということをここでお話ししておきたいと思います。

○会長 ありがとうございます。いろいろな連携、例えば高大連携という話もどんどん進

んでおりますし、今お話ありましたように、小さい時代からの連携した教育はますます重

要になっていくだろうと思っております。

ほかにいかがでしょうか。

○委員 くらし部会のほうで今後議論させていただきますが、議題３の資料１でずっと気

になっていることが１点あります。長期戦略の中の戦略５「観光再生おもてなし戦略」と

いう言葉がありますが、「観光再生」なのだろうかと思っています。もし変えることがで

きれば、今回の改定のときに適当ないい言葉に変えて、内容も産業づくりのほうで議論し

ていただければいいかなと思います。新しいタイプで動かないといけないので、「再生」
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というともとの機能に戻すようなイメージがありますので、それは部会のほうで議論して

いただければありがたいと思います。

○会長 ありがとうございます。おっしゃるとおりで、そこは自由に皆さんで議論してい

ただければと思いますので、事務局のほうもどうぞよろしくお願いいたします。

ほかに何か御発言ございますか。

○委員 具体的には部会の中での議論になるかと思いますが、例えば21ページのところの

交通・物流ネットワークの構築では、本県を取り巻く交通・物流が着実に進展していると

書いてありますが、このことに限らず、宮崎というのはいろいろな団体や県のリーダーシ

ップもあって、いろいろ改善されてきていると思うんです。いいところをもっとこの会議

の中でも出していただいて、私たち団体も持ち帰る。宮崎空港を見ましても、駅に直結し

ているとか、すぐタクシーに乗れるとかバスに乗れるというのは、やはり宮崎空港ならで

はのメリットだと思っていますし、例えば宮崎で働くときに、家賃が安いとか、通勤時間

が短いとか、そういうところももっと県民に対してアピールできるようなところがあると。

今、超少子高齢社会の中で、働いていても介護するためにやめる方もとても多いんです。

そういった相談も寄せられているところで、外国人労働者にしても来年からまた法律も大

幅に改正されると思いますし、いろいろな形で多様化する社会の中で、働き方改革の法案

も来年４月１日から順次施行されると思いますので、今の限られた資源の中での宮崎のよ

さももっともっとアピールしていってもいいのではないかと思っているところです。

○会長 ありがとうございました。やはりプラスの面もみんなでシェアするのは非常に大

事なことで、マイナスの面ばかり考えているとだんだん暗くなっていきますので、大変い

い御意見をいただいたと思います。

ほかに御意見いかがでしょうか。委員、何か御発言ございますか。

○委員 今日はいろいろな御意見を皆さんから聞かせていただいて、いろいろな意味で問

題点もあったり、いろいろな解決策があるのだなということで感心をしたところですが、

いずれにしても、超高齢社会は避けて通れない中で、生産縮小になる、供給が少なくなる、

需要も少なくなる。一番大きな根っこの問題なのかなと思います。そう言いながらも、暗

い話ばかりではなくて何があるかと。いろいろな問題を切実に捉えて具体的にやっていく。

それも短期的なもの、中長期的なものを捉えてやらなければいけないと痛感しているとこ

ろでございます。介護の問題でもそうですが、一般的にですが、女性がするという問題で

もない。先ほどは男性がフォローするという話もありました。言葉だけではいけないかも
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しれませんが、女性と男性が一緒になって介護をしていく。そういう意味では、女性が特

殊というよりも、男も女も一緒なんだなという気がしております。そういった態勢にどう

意識づけて持っていくかということが非常に大事だと思います。それぞれ専門部会でやる

ということですので、そういったものを踏まえてやっていきたいと思います。

言葉では出てきているんですが、成長産業―農業に関してですが、成長産業という言

葉は私はあまり好きではないんです。成長産業というと、もうけが外に出ていく、輸出を

しなさいという話ですが、食料自給率が40％を切って38％、ほかの先進国は70％ございま

す。輸出そのものをもちろん否定はしませんが、その前にすることは、自分たちの食料を

自分たちの国でつくっていく、これがやはり一番大事だと。この根底を踏まえた上での成

長産業ということで対応していかなければいけないと思います。改めて専門部会あたりで

いろいろ御意見を言わせてもらいます。どうもありがとうございました。

○会長 どうもありがとうございました。委員、何か御発言ございますか。

○委員 先ほどの観光再生おもてなしプログラムのとき、手を挙げそびれてしまったんで

すが、子育ての立場で参加していると認識していますが、勤め人としては私は英会話の講

師をしていまして、子どもたちに英語を教えています。さっき委員が言われていましたが、

私も日向で、世界ジュニアサーフィン選手権大会のときは通訳で１週間入っていました。

実は日向のほうはおもてなし部会というものを、先ほど委員が言われた民の力でやりまし

ょうということで、20名ほどの有志を募って、英会話ができる方、できない方も含めて、

観光協会で補えない時間帯や夜中は個人の携帯につながる仕組みをつくって体制をとって

いたところでした。地域の商店街の潤いを目指していたので、地域の商店街の中の飲食店

とかに英語表記のものであるとか、３か国語ぐらいに対応したメニューシートや、食べ物

の制限のある外国人の方たちに対応できるメニューを考えていただいたり、そういう取組

をしたところでした。

それに関して言うと、おもてなしというのは、行政の方ももちろんバックアップしてい

ただいたんですが、皆さんボランティアでそれを１週間やり遂げたという、パワーを持っ

ている方たちが地元にたくさんいることを私は知りましたし、それに関連して、先ほど会

長が言われていましたが、うちのほうで国際交流のイベントを年に１回しますが、そのと

きに宮崎大学の学生さんがマイクロバスを１台貸し切ってお手伝いに来てくださいます。

その中で、私たちが「お願いします」と言ってことをしていただくのではなくて、彼女た

ち、彼らが自分たちで考えたことを何ができるか提案していただくような形でいつも御参
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加いただいているので、宮崎の学生や高校生はボランティア精神にあふれて、しかも自分

たちで考えて動ける頼もしさを持っていると思うので、もしかしたら、今はＣですが、そ

の子たちが大きくなっていくと、おもてなしやボランティア精神を持った子どもたちが増

えて、観光に十分役に立っていけるのではないかと私は期待しているところなので、御報

告をさせていただきます。

○会長 ありがとうございました。本日はいろいろな御意見をいただきました。これをも

とに、今後、各専門部会でさらに議論を進めていただきたいと思います。大変忙しくなら

れると思いますが、それぞれの委員の皆様、よろしくお願いいたします。

ここで進行を事務局のほうへお返ししたいと思います。よろしくお願いします。

○事務局 大変長時間の議論、ありがとうございました。お配りしているものの中に今後

のスケジュールがついているかと思います。こちらの日程で開催を予定しております。お

忙しい中、いろいろ御迷惑をおかけするかと思いますが、御協力方よろしくお願いいたし

ます。

本日は、長時間にわたって本当にありがとうございました。以上で閉会とさせていただ

きます。

午後４時８分閉会


